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平成30年度第４四半期に発生した
電気通信事故の集計結果について













平成３０年度第4四半期における電気通信事故発生概況 1

平成30年度第4四半期は、1,089件の事故が発生。前年度同期間（1,461件）と比べ

372件減少。四半期事故件数としては、過去４年間で最も事故件数が少ない。重

大な事故は1件発生。

当期に発生した事故について、過去3年の各四半期と比較して、継続時間別で見

ると、長時間化の傾向にあったが、今四半期は１年前以前の傾向に似通っており、

長時間化の傾向はそれほど見られない。

サービス別に見ると、サービス別の構成比率に大きな変化は見られないが、音声
サービスの割合が減少傾向にある。

発生原因別に見ると、発生原因別の構成比率に大きな変化は見られないが、人

為要因の割合が減少傾向にある。

故障設備別に見ると、伝送交換設備の割合が増加し、伝送路設備の割合が減少

している。



事故発生状況（継続時間・利用者数） 2





H30年度4Q

2 (0.2%)

1 (0.1%)

2 (0.2%)

500人未満の事故が約94%、12時間以上の事故が約23%、重大な事故が1件発生。

発生件数(1,089件)は、平成29年度同期間(1,461件)と比べ372件減少。

※１ ※２

※４

※３

■色塗り部分のうち、次の要件に当てはまる場合に、重大な事故に該当。
※１ 緊急通報を取り扱う音声伝送役務：継続時間１時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの
※２ 緊急通報を取り扱わない音声伝送役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間以上かつ影響利用者数１０万以上もの
※３ 利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないインターネット関連サービス（音声伝送役務を除く）：

継続時間２４時間以上かつ影響利用者数１０万以上のもの 又は 継続時間１２時間以上かつ影響利用者数１００万以上もの
※４ １から３までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間以上かつ影響利用

者数１００万以上

注１：色塗り部分には、電気通信設備以外の設備の故障による事故等が含まれており、重大な事故の件数と一致しない。
注２：同一要因の事故であっても、事業者毎にカウントしている。

500人未満
500人以上
5千人未満

5千人以上
3万未満

3万以上
10万未満

10万以上
100万未満

100万以上 計

30分未満

四半期報告対象外

1 1 0
30以上

1時間未満
1 0 0

1時間以上
1時間30分未満

1 0 1

1時間30分以上
2時間未満

0 0 0 0 (0%)

2時間以上
5時間未満

523 31 9 3 0 0 566 (52%)

5時間以上
12時間未満

254 12 2 0 0 0 268 (24.6%)

12時間以上
24時間未満

137 3 0 0 0 0 140 (12.9%)

24時間以上 109 1 0 0 0 0 110 (10.1%)

計
1,023 47 11 6 1 1

1,089
(93.9%) (4.3%) (1%) (0.6%) (0.1%) (0.1%)

利用者数
継続時間



事故発生状況（継続時間・利用者数）H29年度4Q 3

※１ ※２

※４

※３

■色塗り部分のうち、次の要件に当てはまる場合に、重大な事故に該当。
※１ 緊急通報を取り扱う音声伝送役務：継続時間１時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの
※２ 緊急通報を取り扱わない音声伝送役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間以上かつ影響利用者数１０万以上もの
※３ 利用者から電気通信役務の提供の対価としての料金の支払を受けないインターネット関連サービス（音声伝送役務を除く）：

継続時間２４時間以上かつ影響利用者数１０万以上のもの 又は 継続時間１２時間以上かつ影響利用者数１００万以上もの
※４ １から３までに掲げる電気通信役務以外の電気通信役務：継続時間２時間以上かつ影響利用者数３万以上のもの 又は 継続時間１時間以上かつ影響利用

者数１００万以上

注１：色塗り部分には、電気通信設備以外の設備の故障による事故等が含まれており、重大な事故の件数と一致しない。
注２：同一要因の事故であっても、事業者毎にカウントしている。

500人未満
500人以上
5千人未満

5千人以上
3万未満

3万以上
10万未満

10万以上
100万未満

100万以上 計

30分未満

四半期報告対象外

1 2 0 3
30以上

1時間未満
3 0 0 3

1時間以上
1時間30分未満

0 0 0 0 (0%)

1時間30分以上
2時間未満

0 1 0 1

2時間以上
5時間未満

630 50 3 0 0 0 683 (46.8%)

5時間以上
12時間未満

345 14 8 0 1 0 368 (25.2%)

12時間以上
24時間未満

186 3 1 0 0 0 190 (13.0%)

24時間以上 212 0 1 0 0 0 213 (14.6%)

計
1,373 67 13 4 4 0

1,461
(94.0%) (4.6%) (0.9%) (0.3%) (0.3%) (0%)

利用者数
継続時間

(0.2%)

(0.2%)

(0.1%)



事故発生状況（サービス別） 4






H30年度4Q

平成29年度同期間の事故発生状況と比べて、
構成比率では、音声サービスの割合が減少し、データ通信サービスの割合が増加している。
音声サービスのうち、IP電話の割合が増加（H29.4Q:34%→H30.4Q:52%）し、携帯電話の割合が減少
(H29.4Q:61%→H30.4Q:38%)している。
データ通信サービスのうち、移動アクセスサービスの割合が減少（H29.4Q:29%→H30.4Q:15%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

音声サービス
501件（25%）

その他
167件（8%）

データ通信サービス
1,344件（67%）

・音声サービス ：アナログ電話、IP電話、携帯電話、PHS、国際電話 等。
・データ通信サービス：インターネット接続サ‐ビス、アクセスサービス（FTTH、DSL、CATV、携帯電話・PHS、公衆無線LAN等）、

電子メールサービス、IP‐VPNサービス、広域イーサネットサービス 等。
・その他(※1) ：ISDN、専用役務、MVNO、電報 等。

・その他(※2)：国際電話、FMC
サービス 等

・その他(※3)：電子メールサービス、
IP‐VPNサービス、広域
イーサネットサービス 等

複数サービスへの同時影響あり
総件数（1,089件）より件数大



事故発生状況（サービス別）H29年度4Q 5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

音声サービス
865件（30%）

その他
150件（5%）

データ通信サービス
1,859件（65%）

・音声サービス ：アナログ電話、IP電話、携帯電話、PHS、国際電話 等。
・データ通信サービス：インターネット接続サ‐ビス、アクセスサービス（FTTH、DSL、CATV、携帯電話・PHS、公衆無線LAN等）、

電子メールサービス、IP‐VPNサービス、広域イーサネットサービス 等。
・その他(※1) ：ISDN、専用役務、MVNO、電報 等。

・その他(※2)：国際電話、FMC
サービス 等

・その他(※3)：電子メールサービス、
IP‐VPNサービス、広域
イーサネットサービス 等

複数サービスへの同時影響あり
総件数（1,461件）より件数大



事故発生状況（発生原因別） 6






H30年度4Q

平成29年度同期間の事故発生状況と比べて、発生原因別の構成比率に大きな変化はなし。
外的要因(617件(57%)）は減少（-228件(-27%)）。減少の主要因は他の電気通信事業者の事故の減少
（-213件(-25%)） 。
設備要因（426件(39%)）は減少（-85件(-17%)）。減少の主要因は機器の故障の減少（-92件(-18%)） 。

70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

他の電気通信
事業者の事故
528件（86％）

火災
21件
（3％）

第三者要因
34件（6％）

停電14件（2％）

自然災害
20件
（3％）

80% 85% 90% 95% 100%

機器の故障
407件（96％）

ソフトウェア
の不具合
19件（4％）

人為要因

12件（1％）

その他

34件（3％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外的要因
617件（57％）

設備要因
426件（39％）

・設備要因：自然故障（機器の動作不良、経年劣化等）、ソフトウェア不具合等の、主に設備的な要因により発生した事故
・人為要因：工事時の作業ミスや、機器の設定誤り等の、主に人為的な要因により発生した事故
・外的要因：他の電気通信事業者の設備障害等による自己の電気通信役務の提供の停止又は品質の低下、道路工事・車両等によるケーブル

切断等の第三者要因、停電、自然災害、火災を要因とする、主に当該電気通信事業者以外の要因により発生した事故
・その他 ：異常トラヒックによる輻輳、要因不明等

※合計１，０８９件



事故発生状況（発生原因別） 7H29年度4Q

人為要因

38件（3％）

その他

67件（5％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外的要因
845件（58％）

設備要因
511件（35％）

0% 85% 90% 95% 100%

機器の故障
499件（98％）

ソフトウェア
の不具合
12件（2％）

70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

他の電気通信
事業者の事故
741件（88％）

火災
18件（2％）

第三者
要因
31件
（4％）

停電
17件
（2％）

自然災害
38件（5％）

・設備要因：自然故障（機器の動作不良、経年劣化等）、ソフトウェア不具合等の、主に設備的な要因により発生した事故
・人為要因：工事時の作業ミスや、機器の設定誤り等の、主に人為的な要因により発生した事故
・外的要因：他の電気通信事業者の設備障害等による自己の電気通信役務の提供の停止又は品質の低下、道路工事・車両等によるケーブル

切断等の第三者要因、停電、自然災害、火災を要因とする、主に当該電気通信事業者以外の要因により発生した事故
・その他 ：異常トラヒックによる輻輳、要因不明等

※合計１，４６１件
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事故発生状況（故障設備別）




8H30年度4Q

平成29年度同期間の事故発生状況と比べて、
伝送路設備(290件(40%)）は減少(-173件(-37%))。減少の主要因は加入者系ケーブルの減少(-87件(-19%)) 。
サーバ設備(52件(7%))は減少（-17件(-25%))。減少の主要因はアプリケーションサーバの減少(-13件(-19%)) 。

※事故の総件数（1,089件）のうち、発生要因が「他の電気通信事業者の事故による要因」等のために、 故障設備が不明な事故（370件）を除いたもの。

・伝送交換設備：加入者収容装置（加入者収容局などに設置する装置で、ユーザへの通信回線を提供するとともに、通信回線を集約し上位の
伝送装置へ出力する機能をもつ装置）、ネットワーク機器、回線交換設備、網終端装置、停電による複数設備の障害等

・サーバ設備 ：認証・呼制御サーバ（加入者認証、サービス認証、呼制御等を行うサーバ等）、アプリケーションサーバ（メールサーバ、
Webサーバ、DNSサーバ等）

・伝送路設備 ：加入者系ケーブル、中継系ケーブル、海底ケーブル、中継伝送装置、WDM（波長分割多重）装置、メディアコンバータ、停電に
よる複数設備の障害等



事故発生状況（故障設備別） 9H29年度4Q

※事故の総件数（1,461件）のうち、発生要因が「他の電気通信事業者の事故による要因」等のために、 故障設備が不明な事故（469件）を除いたもの。

・伝送交換設備：加入者収容装置（加入者収容局などに設置する装置で、ユーザへの通信回線を提供するとともに、通信回線を集約し上位の
伝送装置へ出力する機能をもつ装置）、ネットワーク機器、回線交換設備、網終端装置、停電による複数設備の障害等

・サーバ設備 ：認証・呼制御サーバ（加入者認証、サービス認証、呼制御等を行うサーバ等）、アプリケーションサーバ（メールサーバ、
Webサーバ、DNSサーバ等）

・伝送路設備 ：加入者系ケーブル、中継系ケーブル、海底ケーブル、中継伝送装置、WDM（波長分割多重）装置、メディアコンバータ、停電に
よる複数設備の障害等



電気通信事故発生状況の推移



事故発生状況の推移（事故件数）

 各年度で第２四半期における事故発生件数が多い。

今四半期（第４四半期）については、過去４年間で最も事故件数が少ない。

1,089 

1,553 

2,232 

1,306 

1,461 

1,553 

1,793 

1,398 

1,361 

1,621 

1,898 

1,411 

1,335 

1,455 

1,929 

1,469 
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H29 Q4 …
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H29 Q2 …

H29 Q1 …
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H28 Q3 …
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H27 Q4 …

H27 Q3 …

H27 Q2 …

H27 Q1 …

四半期ごとの事故発生件数の推移（H27～）

は、各年度第４四半期を示す（次ページ以降同じ）
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事故発生状況の推移（継続時間）

 継続時間が２時間未満の事故は、影響利用者数３万以上でなければ報告対象とならないため、１％程度

にとどまる。

12時間以上の事故の割合が増加傾向にあったが、今四半期は１年前以前の状況に似通っている。

566 （52％）

683 （44％）

842 （38％）

673 （52％）

683 （47％）

661 （43％）

952 （53％）

766 （55％）

701 （52％）

805 （50％）

939 （49％）

736 （52％）

720 （54％）

796 （55％）

1,015 （53%）

892 （61%）

268（25％）

378（24％）

515（23％）

331（25％）

368（25％）

402（26％）

420（23％）

318（23％）

361（27％）

463（29％）

499（26％）

359（25％）

352（26％）

415（29％）

505（26%）

329（22%）
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継続時間別四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

30分未満

30分以上1時間未満

1時間以上1時間30分未満

1時間30分以上2時間未満

2時間以上5時間未満

5時間以上12時間未満

12時間以上24時間未満

24時間以上

2時間未満の事故は合わせて１％程度
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H27 Q4

H27 Q2

継続時間5時間以上12時間未満の事故件数の推移
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164
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238 
189 
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216 

257 
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144 
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140 

0 100 200 300 400

H30 Q4

H30 Q2

H29 Q4

H29 Q2

H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

継続時間12時間以上24時間未満の事故件数の推移

110
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119
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210
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126 
133 

194 
127 

108 
91 

200 
87 

0 100 200 300 400 500

H30 Q4

H30 Q2

H29 Q4

H29 Q2

H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

継続時間24時間以上の事故件数の推移
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事故発生状況の推移（影響利用者数別）

 影響利用者数が３万以上の事故は、事故全体の１％程度にとどまり、事故の大半は影響利用者数５００

未満にとどまる。

1,023 （94％）

1,431 （92％）

2,000 （90％）

1,203 （92％）

1,373 （94％）

1,466 （94％）
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1,306 （93％）

1,283 （94％）

1,522 （94％）

1,787 （94％）

1,306 （93％）

1,242 （93％）

1,363 （94％）

1,799 （93%）

1,359 （93%）

47 （4％）

81 （5％）

179 （8％）

70 （5％）

67 （5％）

52 （3％）

100 （6％）

65 （5％）

45 （3％）

70 （4％）

85 （4％）

72 （5％）

59 （4％）

56 （4％）

87 （5%）

73 （3%）
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影響利用者数別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

500未満

500以上5千未満

5千以上3万未満

3万以上10万未満

10万以上100万未満

100万以上
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影響利用者数5千以上3万未満の事故件数の推移
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H28 Q4
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H27 Q4

H27 Q2

影響利用者数3万以上10万未満の事故件数の推移
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影響利用者数10万以上100万未満の事故件数の推移
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1
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0
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1
1
1

0
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1
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H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

影響利用者数100万以上の事故件数の推移
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事故発生状況の推移（サービス別）

 サービス別に見ると、構成比率に大きな変化はないが、音声サービスの割合が減少傾向にある。

501 （25％）

729 （25％）

1,171 （27％）

680 （27％）

865 （30％）

786 （28％）

1,018 （29％）

739 （28％）

747 （29％）

798 （28％）

992 （28％）

782 （29％）

786 （29％）

793 （30％）

1,193 （31%）

736 （29%）

1,344 （67％）

1,918 （67％）

2,822 （64％）

1,652 （65％）

1,859 （65％）

1,864 （66％）

2,167 （62％）

1,656 （63％）

1,657 （63％）

1,845 （64％）

2,196 （63％）

1,651 （62％）

1,671 （62％）

1,720 （64％）

2,234 （59%）

1,598 （62%）

167 

（8％）

218 

（9％）

415 

（9％）

218 

（9％）

150 

（5％）

159 

（6％）

301 

（9％）

249 

（9％）

209 

（8％）

244 

（8％）

318 
（9％）

243 

(9％）

219 

（8％）

162 

（6％）

388 

（10%）

241 

（9%）
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H30 Q3…

H30 Q2…

H30 Q1…

H29 Q4…

H29 Q3…

H29 Q2…

H29 Q1…

H28 Q4…

H28 Q3…

H28 Q2…

H28 Q1…

H27 Q4…

H27 Q3…

H27 Q2…

H27 Q1…

サービス別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

音声サービス

データ通信サービス

その他

※その他：
ISDN、専用役務、
MVNO、電報等

注）１件の事故で複数のサービスへの影響があるため、集計は役務ごとに集計。
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1,344
1,918

2,822
1,652

1,859 
1,864 

2,167 
1,656 
1,657 

1,845 
2,196 

1,651 
1,671 
1,720 
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1,598 
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H30 Q2

H29 Q4

H29 Q2

H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

データ通信サービスの事故件数の推移

167
218

415
218

150
159

301 
249 

209 
244 

318 
243 

219 
162 

388 
241 
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H30 Q4

H30 Q2

H29 Q4

H29 Q2

H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

その他サービスの事故件数の推移

※その他： ISDN、専用役務、MVNO、電報等
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事故発生状況の推移（音声サービス別）

 音声サービスの内訳別に見ると、構成比率では、IP電話の事故の割合が増加傾向にあり、アナログ電話

及び携帯電話の事故の割合が減少傾向にある。

14 

（3％）

33 

（5％）

93 （8％）
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（4％）
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（2％）

21 

（3％）

51 

（5％）
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（5％）

51 （7％）

63 （8％）

90 （9％）

94 （12％）

80 （10％）

97 （12％）

133 （11%）

126 （17%）

262（52％）

303（42％）

504（43％）

298（44％）

292（34％）

312（40％）

384（38％）

300（41％）

251（34％）

283（35％）

372（38％）

243（31％）

236（30％）

245（31％）

347（29%）

279（38%）
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192（38％）

340（47％）

463（40％）

303（45％）

528（61％）

423（54％）

488（48％）

349（47％）

391（52％）

400（50％）

477（48％）

403（52％）

412（52％）

404（51％）

604（51%）

282（38%）
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H30 Q1…

H29 Q4…

H29 Q3…

H29 Q2…

H29 Q1…

H28 Q4…

H28 Q3…

H28 Q2…

H28 Q1…

H27 Q4…

H27 Q3…

H27 Q2 …

H27 Q1…

音声サービス別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

アナログ電話

IP電話

公衆電話

携帯電話

PHS

その他

※その他：
国際電話、
FMCサービス等

注）１件の事故で複数のサービスへの影響があるため、集計は役務ごとに集計。
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携帯電話の事故件数の推移
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H30 Q4

H30 Q2

H29 Q4

H29 Q2

H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4

H27 Q2

その他の事故件数の推移

※その他： 国際電話、FMCサービス等
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事故発生状況の推移（データ通信サービス別）

 データ通信サービスの内訳別に見ると、構成比率に大きな変化はないが、移動アクセスサービスの事故

の割合が減少している。

506 （38％）

792 （41％）

1,053 （37％）

671 （41％）

631 （34％）

781 （42％）

895 （41％）

633 （38％）

628 （38％）

742 （40％）

851 （39％）

589 （36％）

551 （33％）

633 （37％）

796 （36%）

627 （39%）

369（27％）

429（22％）

765（27％）

398（24％）

402（22％）

349（19％）

519（24％）

440（27％）

377（23％）

438（24％）

560（26％）

380（23％）

393（24％）

406（24％）

505（23%）

428（27%）

199（15％）

354（18％）

489（17％）

318（19％）

534（29％）

424（23％）

485（22％）

354（21％）

398（24％）

401（22％）

480（22％）

406（25％）

474（28％）

422（25％）

616（28%）

291（18%）

270（20％）

343（18％）

515（18％）

265（16％）

292（16％）

310（17％）

268（12％）

229（14％）

254（15％）

264（14％）

305（14％）

276（17％）

253（15％）

259（15％）

317（14%）

252（16%）
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H28 Q3…
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H27 Q3…
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H27 Q1…

データ通信サービス別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

固定インターネット接続サービス

固定アクセスサービス

移動アクセスサービス

その他

注）１件の事故で複数のサービスへの影響があるため、集計は役務ごとに集計。

※その他：
電子メールサービス、
IP-VPNサービス、
広域イーサネットサービス 等
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移動アクセスサービスの事故件数の推移
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H28 Q4

H28 Q2

H27 Q4
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その他の事故件数の推移

※その他： 電子メールサービス、IP-VPNサービス、広域イーサネットサービス 等
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事故発生状況の推移（発生原因別）

 発生原因別に見ると、設備要因、人為要因、外的要因、その他での構成比率に大きな変化はないが、人為要因の割合

が減少傾向にある。

426 （39％）

519 （33％）

625 （28％）

468 （36％）

511 （35％）

499 （32％）

646 （36％）

495 （35％）

455 （33％）

556 （34％）

626 （33％）

527 （37％）

516 （39％）

560 （38％）

738 （38%）

635 （43%）
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28 
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30 
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37 
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27 

28 

35 
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617 （57％）

943 （61％）

1,545 （69％）

762 （58％）

845 （58％）

949 （61％）

1,058 （59％）

807 （58％）

831 （61％）

971 （60％）

1,151 （61％）

801 （57％）

749 （56％）

808 （56％）

1,105 （57%）

747 （51%）
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H28 Q2…

H28 Q1…

H27 Q4…

H27 Q3…

H27 Q2…

H27 Q1…

発生原因別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

設備要因

人為要因

外的要因

その他

※ その他：
異常トラヒック
による輻輳、
原因不明等
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※その他： 異常トラヒックによる輻輳、原因不明 等
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事故発生状況の推移（故障設備別）

 故障設備別に見ると、伝送交換設備の割合が大きく増加し、伝送路設備の割合が減少傾向にある。

335 （47％）

378 （39％）

471 （32％）

347 （42％）

372 （38％）

333 （35％）

469 （41％）
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故障設備別 四半期ごとの事故発生状況の推移（H27～）

伝送交換設備

サーバ設備

伝送路設備

回線交換設備

電源

附属設備

その他

※事故の総件数のうち、発生原因が「他の電気通信事業者の事故による要因」等のために、 故障設備が不明な事故を除いたもの。
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